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台東区では保証人がいないため、民間賃貸住宅に入居することが困難な高齢者・障害者・

ひとり親世帯の方に対し、区と協定を結んだ一般社団法人賃貸保証機構が家探しのサポー

トを行います。その際に賃貸保証機構に加盟する家賃債務保証会社を利用した場合、支払

った初回保証料の２分の1を助成します（上限２万円）。 

 

 

◇保証会社が賃貸住宅の借主の委託を受けて、当該借主の貸主に対する家賃の支払いに関

する債務を保証し、連帯保証人に近い役割を担うものです。 

◇万が一、借主が家賃等を滞納した場合、保証会社が一時的に立替えますが契約者の支払

いが免除されるわけではありません。後日、必要な弁済を行う必要があります。 

 

 

次の（1）～（7）のすべてに該当すること 

（1）次のいずれかに該当する世帯であること 

①高齢者世帯 （65歳以上の単身世帯、高齢者のみの世帯または高齢者と18歳

未満の児童のみの世帯） 

②障害者世帯 （身体障害者手帳４級以上の方、愛の手帳３度以上の方または精神

障害者保健福祉手帳を所持する方を含む世帯） 

③ひとり親世帯（18歳未満の児童及び父または母のみの世帯） 

（2）台東区に住民登録をし、かつ区内に引き続き３年以上居住していること 

（3）台東区内の民間賃貸住宅に転居し、継続して居住すること 

（4）緊急連絡先があること 

（5）保証人がいないこと 

（6）生活保護を受給していないこと 

（7）世帯全員が住民税を滞納していないこと 

台東区高齢者等家賃等債務保証制度 

保証人のいない高齢者･障害者･ひとり

親世帯で民間賃貸住宅へ入居を希望す

る方の物件探しをサポートします！ 

１ 家賃債務保証とは？ 

２ 申込みの資格 
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２万円を上限に支払った初回保証料の２分の１（千円未満の端数切り捨て）を助成

します。なお、助成は初回保証料のみです。更新保証料は助成されません。 

 

 

 

◇初回保証料は、賃貸保証機構の基本メニューを利用した場合、月額家賃（共益費等を含

む）の５０％（最低保証委託料３万円）です。契約後、更新保証料として１年毎に１万

円がかかります。 

◇不動産店によっては、賃貸保証機構の基本メニューを利用できない場合があります。 

その場合は、賃貸保証機構の会員のメニューを利用することになります。 

 

 

 

◇この制度は、台東区が不動産物件をあっせんするものではありません。 

◇賃貸保証機構の加盟保証会社以外の保証会社を利用した場合は助成対象外です。 

◇対象世帯の方以外でも、賃貸保証機構の物件探しのサポートを受けることができます。 

◇賃貸借契約書・保証委託契約書をよくお読みのうえ、ご契約ください。 

◇一般社団法人 賃貸保証機構について 

入居希望者の安定した生活を支援することを目的とする複数の家賃債務保証会社

によって設立された法人です。 

 

 

 

自らが住宅の所有者と賃貸借契約を締結し、家賃を支払い、自己の居住用として 

使用し、下記の（１）～（４）を除くものをいいます。 

（１）転居前及び転居後の民間賃貸住宅が、申込者または同居者の２親等以内の親 

族が所有、または経営する住宅 

（２）公営、公社、ＵＲ都市機構等の公的賃貸住宅や社宅、従業員寮等の企業の福 

利厚生目的のための住宅 

（３）１年未満の短期間契約の住宅 

（４）定期建物賃貸借の契約期間満了により賃貸借契約が終了する住宅 

 

 

 

３ 助成金額 

４ 保証委託契約について 

５ 制度ご利用にあたっての注意事項 

民間賃貸住宅とは？ 
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協定先団体名 住  所 お問い合わせ先 

一般社団法人 賃貸保証機構 新宿区西新宿2-6-1 ☎5909-7233（代表） 

   
加盟保証会社 住  所 お問い合わせ先 

ＡＬＥＭＯ株式会社 
中野区東中野5-5-5 

徳舛ビル１階 
☎5340-7861（代表） 

株式会社Ｃａｓａ 
新宿区西新宿2-6-1 

新宿住友ビル 

☎6863-3964 

（生活相談室） 

日本セーフティー株式会社 
港区芝5-36-7 

三田ベルジュビル8階 
☎5446-5700（代表） 

ハウスリーブ株式会社 港区港南2-16-1 ☎6718-9190（代表） 

フォーシーズ株式会社 
港区新橋5-13-7 

４ｃ’ｓ新橋ビル  
☎3434-3725（代表） 

◇賃貸保証機構より申込者の方へ電話が入ります。 

「一緒に不動産店へ行ってほしい」など、物件探しのサポー

トをご希望の場合は、協力を依頼して下さい。 

◇住宅課（区役所５階⑩番）へ来庁して下さい。 

窓口にて「保証委託申込書」「同意書」に必要事項をご記

入いただき、対象世帯か確認します。 

※障害者世帯の方は、身体障害者手帳、愛の手帳または精神

障害者保健福祉手帳をお持ち下さい。 

※ひとり親世帯の方で、児童扶養手当または児童育成手当の

支給対象となっていない場合は、申請者の戸籍謄本（発行

日から３か月以内のもの）をお持ち下さい。 

６ 台東区と協定を結んでいる団体及び加盟保証会社 

７ 利用手続きについて 

相談・申込み 

ご記入いただいた「保証委託申込書」を住宅課から賃貸保証機構へ送付します。 

賃貸保証機構より連絡 
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◇不動産店に、賃貸保証機構の会員が利用できるか確認の

上、区から渡された「保証委託申込書」を提出して下さい。 

必ず身分を証明するもの（運転免許証、健康保険証等）を

持参して下さい。 

※賃貸保証機構の加盟保証会社を利用できない場合は、賃貸

保証機構が入居希望者に代わって不動産店に説明します

ので、賃貸保証機構へ連絡して下さい。 

新居の賃貸借契約を結ぶ際、同時に賃貸保証機構の加盟保証

会社とも保証委託契約を結びます（賃貸保証委託契約は入居

希望者、貸主、加盟保証会社の三者間契約となります）。 

◇新住所へ転居後３ヶ月以内に、必要書類を揃え、保証料助

成金申請を住宅課（区役所5階⑩番）へして下さい。 

【必要書類】 

（１）保証料助成金交付申請書（第１号様式） 

（２）保証料助成金交付請求書（第３号様式） 

（３）支払金口座振替依頼書（申請者本人の口座に限る） 

（４）賃貸借契約書のコピー 

（５）保証委託契約書のコピー 

（６）不動産店または保証会社の領収書（保証料の記載があ

るもの）のコピー 

※助成金振込口座がわかるもの（通帳等）と印鑑（シャチハ

タ不可）もお持ち下さい。 

助成金を指定の口座へ振込みます。 

助成金の請求から約２週間程度かかります。 

新居物件探し 

新居の賃貸借契約 

保証委託契約 

新居へ転居（住民票異動） 

助成金交付申請 

助 成 金 の 交 付 

〒110-8615 

東京都台東区東上野４-５-６ 台東区役所５階⑩番 

住宅課 ☎03-5246-1213（直通） 


